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（七）（八）（九）」法教 224号 67頁、231号 31頁以下（いずれも 1999年）、232号 55頁、
233号 65頁（いずれも 2000年）、同「三角取引（多角取引）について（上）（中）（下）」



























































































































(6)最大判昭和 40・6・30民集 19巻 4号 1143頁。
165
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法律論叢 91巻 2・3合併号
履行の責めを免れうるとした。







































































































































































































































































(19)大判大正 6・5・19民録 23輯 885頁、於保不二雄『債権総論〔新版〕』（1972年、有斐
閣）414頁。
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保証取引と相互協力義務（中舎）
の財産状況に関する情報を提供するとともに、保証人に対して、主債務契約の締結
状況・内容や主債務者の財産状況等に関する情報を提供する義務を負うというべき
である。債権者がこのような義務に違反した場合には、主債務契約または保証契約
自体から発生する義務の違反ではない以上、債権者または保証人は、それらの個別
契約の解除はできないが、保証取引に対する合意違反として、債務不履行による損
害賠償請求などができるというべきである。ただし、保証人が信用保証協会である
場合には、①で述べたように、公益的目的を果たすための保証であるという信用保
証契約の性質上、債権者は、信用保証協会に対してその契約上の義務として主債務
者の情報を提供する義務を負っているというべきであろう。したがって、債権者が
このような義務に違反した場合には、信用保証協会は、保証契約を解除することも
できるというべきである。また、金融機関と信用保証協会で取り交わされる基本契
約における免責・一部免責は、失権約款による解除条件付保証契約の解除の意義を
有すると解される。
以上のように、多角取引においては、各個別契約とは別に、取引全体を維持する
との合意とそれに対する各当事者の同意が存在するといえ、そのような合意を発生
原因として各当事者にはその立場に応じた相互協力義務がそれらの当事者自身の
義務として割り当てられるというべきである。そして、保証取引における各当事者
の相互協力義務は、自己が当事者ではない個別契約の成立・履行に協力すべき義務
であり、具体的には自己が知りうる情報を他の当事者に適切に提供する義務がその
中心をなすといえよう。
（明治大学専門職大学院法務研究科教授）
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